
このしおりは、雇用保険制度のあらましについて記載しています。
詳しくは、最寄りのハローワークヘお問い合わせください。

「雇用保険被保険者証」は大切に保管しましょう！

雇用保険制度のQ&Aを掲載しておりますので、ご覧ください。

【URL】

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000139508.html

○県内のハローワーク（公共職業安定所）

厚生労働省ＨＰ

ハローワーク 所 在 地 Tel
山　形 〒990-0813 山形市桧町2-6-13 023-684-1521

米　沢 〒992-0012 米沢市金池3-1-39 0238-22-8155

酒　田 〒998-8555 酒田市上安町1-6-6 0234-27-3111

鶴　岡 〒997-0035 鶴岡市馬場町2-12 鶴岡第2地方合同庁舎1階 0235-25-2501

新　庄 〒996-0011 新庄市東谷地田町6-4 0233-22-8609

長　井 〒993-0051 長井市幸町15-5 0238-84-8609

村　山 〒995-0034 村山市楯岡五日町14-30 0237-55-8609

寒河江 〒991-8505 寒河江市大字西根石川西340 0237-86-4221

　「雇用保険被保険者証」は、雇用保険に加入していることを確認するための大切な書類です。

事業主がハローワークヘ届出を行い、その方が被保険者となったことについて確認がなされた場

合、ハローワークから事業主へ「雇用保険者資格等確認通知書」と「雇用保険被保険者証」が交

付されます。交付については、事業主にご確認ください。

　また、雇用保険被保険者証に記載された「被保険者番号」は、離職後に再就職する場合、次の

就職先でも同じ番号を使用しますので、書類は大切に保管してください。



雇用保険制度について

失業等給付について

〇雇用保険とは・・・
　雇用保険制度は、働く方が失業した場合に、生活の安定を図って就職活動を容易にするため

の求職者給付、再就職の促進を図るための就職促進給付、働く方の雇用の継続を図るための雇
用継続給付、能力開発の取組みを支援し雇用の安定を図るための教育訓練給付、事業主への助

成、などを行う雇用に関する総合的な機能を持った制度です。

〇被保険者とは・・・
　次に該当する方は、事業所の規模に関わりなく、原則として全て雇用保険の被保険者となり

ます（個人経営で労働者が常時５人未満の農林水産業を除く）。

①１週間の所定労働時間が20時間以上あること

②31日以上の雇用見込みがあること

　なお、季節的に雇用される方については、１週間の所定労働時間が30時間以上かつ４か月を

超える雇用見込みがある場合に限り被保険者となります。

〇保険料は・・・
事業主が労働者に支払う賃金の総額を基礎として算定したものを、事業主がまとめて納付します。

令和 5年度
（令和 5年 4月1日～令和 6年 3月31日）

保険料率 事業主負担分 労働者負担分

農林水産・清酒製造の事業 17.5/1000 10.5/1000 7/1000

建設の事業 18.5/1000 11.5/1000 7/1000

一般の事業 15.5/1000  9.5/1000 6/1000

〇求職者給付とは・・・
【基本手当】
　一般被保険者が離職し、労働の意思能力がありながら職業に就くことができない場合に受給

することができます。受給するためには、離職日以前の２年間に、被保険者期間が通算して12

か月以上（倒産解雇等の理由による離職の場合は１年間に６か月以上で可）あることが必要で

す。被保険者期間は、離職日から遡り１か月ごとに区切った期間に賃金支払いの基礎となった

日数が11日以上ある月を１か月と計算します。なお、賃金支払基礎日数が11日以上の月が12か

月ない場合は、完全月で賃金の支払の基礎となった時間数が80時間以上の月を１か月として計

算します。（下線部については、令和２年８月１日以降に離職した者に限り適用します。）

　基本手当の日額は、離職前６か月の賃金を平均した１日分の45％～80％で、下限額と上限額

が定められており、賃金の低い方ほど高い割合での支給となります。

　また、受給できる日数は、被保険者期間や離職理由等により定められています。



＊受給できる期間は、離職日の翌日から１年間です。

　事業主がハローワークへ離職の届出を行うと、「離職票」が交付されます。事業主から離職票

が届いたら、ご本人の住所（居所）を管轄するハローワークで受給手続きを取る必要があります。

その後、４週間ごとに失業の状態を確認し、失業している日について基本手当が受給できます。

なお自己都合で離職された場合は、３か月（２か月間）の給付制限期間後に受給開始となります。

※令和２年９月30日までに正当な理由がない自己都合により退職された方は給付制限期間が３か月となります。

※令和２年10月１日以降に離職された方は、正当な理由がない自己都合により退職した場合であっても５年間のう

ち２回までは給付制限期間が２か月となります。

　また、病気やけが、妊娠等の理由によりすぐには職業に就けない場合や、令和４年７月１日

以降に事業を開始等した方は、申請により受給期間を延長することができます。

【高年齢求職者給付金（一時金）】65歳以上で離職し、労働の意思能力がありながら職業に就くこ

とができない場合は、上記の基本手当に代えて高年齢求職者給付金を受給することができます。

受給額は、被保険者期間により、６か月以上１年未満は基本手当の30日分、１年以上は50日分です。

【短期特例一時金】季節的に雇用され短期雇用特例被保険者となった方が離職し、労働の意思能

力がありながら職業に就くことができない場合は、短期特例一時金を受給することができます。

受給額は、１年未満は基本手当30日分（当面40日分）です。なお離職日以前１年間に６か月以上

の被保険者期間が必要です。

〇就職促進給付とは・・・
　受給者が、所定給付日数の1/3以上を残して安定した職業に就いた場合に再就職手当を受給す

ることができます。また、再就職手当を受けた方が、再就職先で６か月以上雇用され、再就職の

賃金が離職前の賃金より低い場合に就業促進定着手当を受給することができます。また、就職活

動を支援する給付として、移転費、広域求職活動費、短期訓練受講費、求職活動関係役務利用費

等が受給できる場合もあります。

①定年・期間満了・自己都合等離職（②③以外）

③倒産、解雇、一定の要件を満たす雇止め等による離職（②を除く）

被保険者期間

離職時年齢
１年未満

１年以上
５年未満

５年以上
10年未満

10年以上
20年未満

20年以上

30歳未満

90日

90日 120日 180日 −

30歳以上35歳未満 120日
180日

210日 240日

35歳以上45歳未満 150日 240日 270日

45歳以上60歳未満 180日 240日 270日 330日

60歳以上65歳未満 150日 180日 210日 240日

被保険者期間

離職時年齢
10年未満

10年以上
20年未満

20年以上

65歳未満 90日 120日 150日

被保険者期間

離職時年齢
1年未満 1年以上

45歳未満
150日

300日

45歳以上
65歳未満

360日

②障害者等の就職が困難な方



〇雇用継続給付とは・・・ ＊支給申請手続きは、原則、事業主を通じて行います。

【高年齢雇用継続給付】高年齢雇用継続基本給付金は、60歳以上65歳の一般被保険者で被保険者

期間が通算して５年以上ある方について、原則、60歳時点に比べて賃金が75％未満に低下して働

いている場合に、各月に支払われた賃金の最大15％の給付金を受給することができます。高年齢
再就職給付金は、失業給付の基本手当を受給していた方が60歳以降に再就職し、賃金が低下した

等一定の要件を満たして働いている場合に、各月に支払われた賃金の最大15％の給付金65歳まで

の最長２年間受給することができます。

【育児休業給付金】被保険者が１歳（一定の要件を満たす場合は最長２歳）に満たない子を養育

するための育児休業（２回まで分割取得可）を取得し、一定の要件を満たすと「育児休業給付

金」の支給を受けることができます。また、子の出生後８週間の期間内に合計28日を限度に産後

パパ育休（出生時育児休業）を取得した場合、一定の要件を満たすと「出生時育児休業給付金」

の支給を受けることができます。また、ここでいう「育児休業」とは、職場復帰を前提に取得す

るものをいい、休業取得時に退職を予定している場合は対象となりません。

【介護休業給付金】被保険者が対象となる家族を介護するために介護休業を取得し、介護休業中

の賃金が休業開始時の賃金と比べて80％未満に低下した等一定の要件を満たす場合に、休業開始

時賃金の最大67％（３か月間）を受給することができます。また、ここでいう「介護休業」とは、職

場復帰を前提に取得するものをいい、休業取得時に退職を予定している場合は対象となりません。

〇教育訓練給付制度とは・・・
　働く方の主体的な能力開発の取組を支援し、雇用の安定と再就職の促進を図る目的とする給付

制度です。一定の要件を満たす被保険者（または離職者）が、厚生労働大臣の指定する教育訓練

を受講し終了した場合、ご本人が支払った受講費用の一定割合額を受給することができます。訓

練内容により給付の要件や手続きが異なりますのでご注意ください。

　なお、指定講座は、以下の厚生労働大臣教育訓練講座検索システムでご覧になれます。

【URL】https://www.kyufu.mhlw.go.jp/kensaku/

【一般教育訓練給付】支給対象となっている方は、教育訓練経費の20％（上限10万円、ただし

４千円を超える場合）を受給することができます。

【特定一般教育訓練給付】支給対象となっている方は、教育訓練経費の40％（上限20万円、ただ

し４千円を超える場合）を受給することができます。なお、受講開始１か月前までに、訓練前キ

ャリア・コンサルティングを受けることが必要です。

【専門実践教育訓練給付】支給対象となっている方は、訓練受講中に教育訓練経費の50％（年間

上限40万円、ただし４千円を超える場合）を、資格取得等をし終了後１年以内に被保険者として

雇用された場合は、さらに追加での支給を受けることができます。なお、受講開始１か月前まで

に、訓練前キャリア・コンサルティングを受けることが必要です。

　また、一定の要件を満たした方が失業状態にある場合、教育訓練支援給付金を受給することが

できます。

山形労働局（’23.04）




